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（１）市長の活動状況【令和７年１１月】

土金木水火月日

1

8765432

1514131211109

22212019181716

29282726252423

30

バルーンフェスタ

バルーンフェスタ

シチメンソウまつり

その他イベント

出張（東京）
九州国道協会総決起大会・要望活動ほか

佐賀市民芸術祭

出張（東京）
社会資本整備に係る予算確保の国への提案活動ほか

フォーラム式典参加その他イベント 委員会からの
市長報告

富士しゃくなげ湖
ハーフマラソン

その他イベント

庁 議 庁内用務 来客対応 定例記者会見

式典参加

フォーラム

自動運転バス
試乗視察

(連合)議会定例会

まちトーク

市議会定例会来客訪問

その他イベント

ラジオ出演

その他イベント

その他イベント

※イベント等のほかに職員との打ち合わせや庁内用務もほぼ毎日行われている。

鯱の門まつり

佐賀市主催イベント 佐賀市以外主催イベント

国保連合会理事会

出張、庁内用務等
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（２）議長の活動状況【令和７年１２月】

土金木水火月日
654321

13121110987

20191817161514

27262524232221

31302928

佐賀市主催イベント 佐賀市以外主催イベント 出張、庁内用務等

市議会定例会 式典参加

その他イベント

博愛フェスタ 市議会定例会

来客対応 来客対応

佐賀市少年
の主張大会

市議会定例会

市議会定例会 県道富士～中原停車
場線道路改良期成会
現地視察研修会

主要地方道前原富士
線整備促進期成会：
佐賀県への要望活動
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（３）市議会議員の活動状況

令和６年度 議会開催状況 

 ※8 月定例会は国スポ・全障スポ開催に伴い会期を短縮したため、一般質問者数が少ない。 

会  別 
会期 

日数 

本会議 

日数 

常任委

員会審

査日数 

開   催   日 会議時間 
一般質

問者数 

6月 定例会 23 10 2 
6/10,6/14,6/17～6/21, 

6/24～6/27,7/2 
25 時間 58 分 29 

8月 定例会 15 7 5 
8/21～8/23,8/26,8/28～

8/30,9/2～9/4 
11 時間 23 分 12

※

  

11月 定例会 22 10 3 
11/28,12/3～12/6, 

12/9～12/13,12/16,12/19 
23 時間 15 分 28 

 2月 定例会 23 10 5 
2/27,3/3～3/7,3/10～3/14, 

3/17,3/21  
23 時間 03 分 26 

合   計 83 37 15 
 

 
83 時間 39 分 95 

延べ出席者数



２ 議員報酬について

令和７年度佐賀市特別職給料等審議会 第２回資料6

前回審議会答申（平成２４年１月）の附帯意見に関する検討結果について

【附帯意見の内容】

「なお、議長、副議長、議員の議員報酬は、県内他市と比較した場合、その較差が市長、副市長の場合より大きいため、その是正について、佐

賀市議会においてさらなる検討をお願いしたいと考えます。」

【検討状況】

前回の審議会答申でいただいた附帯決議を受けて、議会運営等改革検討会にて、議員報酬に関する協議を行った（平成27年6月12日、7月10日、

8月24日）。

協議の結果、附帯意見に記載いただいているような状況ではあるものの、全国の類似規模団体等との比較によると、当市の議員報酬については

妥当な水準といえるのではないかという結論に達した。

一方、報酬額が高いとの市民の意見もあることから、議会活動や議員活動、議員報酬の使途等についての説明をしっかりと行い、市民の理解を

得ていく必要があるという意見をまとめた。

まとめ

全国の市町村議会議員選挙における無投票当選者の割合は増加傾向にあるが、議会の団体意思決定や行

政監視といった機能が十分に果たされるよう、なり手不足といった状況とならないことが望まれる。

議員の活動は、議会内で行われる会議等だけでなく、市民に近い議員の強みを生かして、市民の声を市

政に伝える役割を果たしている。

また、地元等での会議・行事への出席や調査といった活動を一般質問等の議会での活動につなげており、

その結果、佐賀市の一般質問者数は、毎定例会３０人近くが実施するという全国的に見ても活発な状況と

なっている。

このような活動に注力するためには、議員報酬のみで生計を立てられる状況が望まれる。

また、議員には４年という任期があり、退職金や年金制度といった退任後の保証がないという状況や、

昨今の物価高といった社会全体の状況も考慮する必要があると考える。
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【検討結果（意見書抜粋）】
・常任委員会委員長報酬については、全国で27％の自治体が設定をしている。（令和3年度全国市議会議長会調査）
・上記調査における、平均加算額は1万4千円である。
・委員長については、充て職の業務、執行部との協議、委員会内の調整や委員長としての責務から、報酬が必要である。
・副委員長については、委員長に事故ある時などのために、委員長が業務の際は待機が必要なこと、正副委員長レクやイベント出
席の際は正副同時出席も多いとの理由から、委員長よりも少額でよいが報酬が必要である。
・金額については、委員長1万円、副委員長5千円が妥当と考えており、正副委員長の拘束時間や庁舎又は会議等の会場までの交通
費から、この金額が妥当と考える。
・充て職による会議等の拘束時間は、会議の時間だけではなく、一日拘束される。
・正副委員長を重複して同じ者が役職についた場合、上記の理由からそれぞれに移動、拘束時間が必要であるため、重複して報酬
に反映させるべきである。
以上の意見を、議会全体の意思として、議会運営委員会から市執行部に進言すべきであると意見する。
ただし、昨今のコロナ禍及び物価高騰等による経済状況を鑑み、市執行部への進言の時期については、経済情勢や執行部における
特別職の給料等の改定状況などを注視しながら判断されるよう申し添える。

正副委員長への報酬加算について、議会運営等改革検討会において令和４年３月１７日から令和５年２月２０日にかけて１１回
の検討会を開催し協議を行い、意見として以下のような内容を取りまとめた。

今回開催される特別職給料等審議会において、常任委員会、議会運営委員会、特別委員会の正副委員長の報酬加算についても審
議いただくようお願いする。
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〇類似規模団体で正副委員長報酬加算を行っている場合の平均額

≪委員長≫11,684円 ≪副委員長≫6,778円

〇県内で正副委員長報酬加算を行っている場合の平均額

≪委員長≫12,500円 ≪副委員長≫なし

人口段階区分
A5 万 人 未 満
B5万人以上10万人未満
C10万人以上20万人未満
D20万人以上30万人未満
E30万人以上40万人未満
F40万人以上50万人未満
G5 0 万 人 以 上
H指 定 都 市

類似規模団体の正副委員⻑への報酬加算状況（40市中、加算がある9市のみ抜粋） ※ 数値は令和6年12月31日時点。

都道府県名 市名 人口段階 人口 議員_報酬月額
各正副委員
⻑への役職
加算の有無

常任委員⻑_報
酬加算月額

常任副委員⻑_
報酬加算月額

特別委員⻑_報
酬加算月額

特別副委員⻑_
報酬加算月額

議会運営委員⻑
_報酬加算月額

議会運営副委員
⻑_報酬加算月

額
埼玉県 上尾市 D 230,066 435,000 有 10,000 ― ― ― 10,000 ―

神奈川県 茅ヶ崎市 D 245,270 467,000 有 6,000 ― ― ― 6,000 ―
東京都 ⻄東京市 D 206,245 517,000 有 16,000 ― 16,000 ― 16,000 ―
山口県 下関市 D 243,422 545,000 有 27,000 13,000 ― ― 27,000 13,000
東京都 府中市 D 260,948 550,000 有 10,000 ― ― ― ― ―
広島県 呉市 D 201,242 550,000 有 10,000 5,000 10,000 5,000 10,000 5,000
⻑崎県 佐世保市 D 233,464 563,000 有 10,000 5,000 10,000 5,000 10,000 5,000
大阪府 寝屋川市 D 224,378 594,000 有 10,000 5,000 ― ― ― ―
大阪府 茨木市 D 286,042 664,000 有 4,000 ― ― ― 4,000 ―

県内の正副委員⻑への報酬加算状況（10市中、加算がある2市のみ抜粋） ※ 数値は令和6年12月31日時点。

市名 人口段階 人口 議員_報酬月額
各正副委員⻑への
役職加算の有無

常任委員⻑_報酬
加算月額

常任副委員⻑_報酬
加算月額

特別委員⻑_報酬
加算月額

特別副委員⻑_報酬
加算月額

議会運営委員⻑_
報酬加算月額

議会運営副委員⻑_
報酬加算月額

武雄市 A 46,966 410,000 有 15,000 ― ― ― 15,000 ―

嬉野市 A 24,449 310,000 有 10,000 ― ― ― 10,000 ―
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正副委員長による事前会議について

委員会等を開催する際には、正副委員長による事前会議が必ず実施される。

令和６年度の事前会議の回数について、委員会開催回数から少なくとも以下のように試算される。

〇常任委員会 ： ８．５回（４常任委員会平均）

〇議会運営委員会 ：１３．０回

〇特別委員会 ： ４．３回（３特別委員会平均）

上記の事前会議回数について、議会全体の会議開催回数（175.1回）と比較して、他の議員よりもどの程度多く会議に出席しているか

を試算すると以下のようになる。

〇常任委員会 ：（175.1＋ 8.5）／ 175.1 ＝1.05（５％多い）

〇議会運営委員会 ：（175.1＋13.0）／ 175.1 ＝1.07（７％多い）

〇特別委員会 ：（175.1＋ 4.3）／ 175.1 ＝1.02（２％多い）

上記割合に議員報酬月額を乗じて試算すると以下のように試算される。

〇常任委員会 ：553,000円×5％＝２７，６５０円

〇議会運営委員会 ：553,000円×7％＝３８，７１０円

〇特別委員会 ：553,000円×2％＝１１，０６０円

まとめ

正副委員長の報酬加算を行っている他都市の状況及び、当市の正副委員長の会議出席回数を踏まえ、議会運営等改革検討会の意見のとおり、常

任委員会、議会運営委員会、特別委員会の委員長については１０，０００円、副委員長については５，０００円を月額報酬に加算することについ

て、審議いただきたい。
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（１）佐賀県内１０市の改定状況【市長】

【参考】嬉野市（Ｒ８）鹿島市（Ｒ７）鳥栖市（Ｒ７）
4.2％2.8％1.5％

直近３年間に
改定を行った市の

改定率

団体名 給料月額 団体名 給料月額

1 佐賀市 1,039,000 佐賀市 1,039,000

2 唐津市 963,000 鳥栖市 970,000

3 鳥栖市 956,000 唐津市 963,000

4 伊万里市 946,000 武雄市 950,000

5 武雄市 890,000 伊万里市 946,000

6 神埼市 829,000 神埼市 829,000

7 多久市 813,000 小城市 823,000

8 小城市 792,000 多久市 813,000

9 鹿島市 778,000 鹿島市 808,000

10 嬉野市 768,000 嬉野市 768,000

平成２４年度 令和７年度
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（１）佐賀県内１０市の改定状況【議員】

【参考】嬉野市（R8）鹿島市（R7）伊万里市（R7）鳥栖市（R7）唐津市（R6）
4.5％3.0％1.5％4.4％5.9％

直近３年間に
改定を行った市の

改定率

団体名 報酬月額 団体名 報酬月額

1 佐賀市 553,000 佐賀市 553,000

2 唐津市 438,000 唐津市 464,000

3 鳥栖市 413,000 鳥栖市 431,000

4 伊万里市 407,000 伊万里市 413,000

5 小城市 386,000 武雄市 410,000

6 武雄市 360,000 小城市 374,000

7 多久市 345,000 多久市 345,000

8 鹿島市 331,000 鹿島市 344,000

9 嬉野市 310,000 嬉野市 310,000

10 神埼市 300,000 神埼市 310,000

平成２４年度 令和７年度
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【参考】佐賀県特別職の改定状況

【単位：千円】

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7
H24-R7
増減率

知事 1,190 1,190 1,190 1,190 1,190 1,190 1,190 1,190 1,260 1,260 1,260 1,260 1,260 1,260 1,260 5.9%

副知事 940 940 940 940 940 940 940 940 990 990 990 990 990 990 990 5.3%

議長 940 940 940 940 940 940 940 940 940 990 990 990 990 990 990 5.3%

副議長 820 820 820 820 820 820 820 820 820 860 860 860 860 860 860 4.9%

議員 760 760 760 760 760 760 760 760 760 800 800 800 800 800 800 5.3%

市長 1,046 1,039 1,039 1,039 1,039 1,039 1,039 1,039 1,039 1,039 1,039 1,039 1,039 1,039 1,039 0.0%

副市長 826 820 820 820 820 820 820 820 820 820 820 820 820 820 820 0.0%

議長 697 692 692 692 692 692 692 692 692 692 692 692 692 692 692 0.0%

副議長 611 607 607 607 607 607 607 607 607 607 607 607 607 607 607 0.0%

議員 557 553 553 553 553 553 553 553 553 553 553 553 553 553 553 0.0%

佐
賀
県

佐
賀
市



４ 他団体の改定状況
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（２）佐賀県内１０市の平均給料等月額の増減率

増減率令和７年度
平均月額

平成２４年度
平均月額【県内１０市】

＋1.5％890,900877,400市⻑

＋2.2％713,600697,900副市⻑

＋2.6％485,500473,200議⻑

＋3.5％424,300410,100副議⻑

＋2.9％395,400384,300議員

＋2.3％2,909,7002,842,900全体

＋2.5％3,007,0002,934,250
直近３年間の
改定市のみ



４ 他団体の改定状況
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（３）九州・沖縄県庁所在市の改定状況【市長】

⻑崎市（Ｒ５）鹿児島市（Ｒ７）熊本市（Ｒ７）
12.1％

（副市⻑：6.2％）3.0％1.2％
直近３年間に

改定を行った市の
改定率

団体名 給料月額 団体名 給料月額

1 福岡市 1,300,000 福岡市 1,300,000

2 鹿児島市 1,154,000 熊本市 1,207,000

3 大分市 1,134,000 鹿児島市 1,189,000

4 熊本市 1,132,000 大分市 1,134,000

5 那覇市 1,085,000 長崎市 1,096,000

6 宮崎市 1,063,000 那覇市 1,085,000

7 佐賀市 1,039,000 宮崎市 1,063,000

8 ⻑崎市 978,000 佐賀市 1,039,000

平成２４年度 令和７年度
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（３）九州・沖縄県庁所在市の改定状況【議員】

⻑崎市（Ｒ５）鹿児島市（Ｒ７）熊本市（Ｒ７）
1.0％3.1％1.2％

直近３年間に
改定を行った市の

改定率

団体名 報酬月額 団体名 報酬月額

1 福岡市 880,000 福岡市 880,000

2 鹿児島市 686,000 鹿児島市 707,000

3 熊本市 671,000 熊本市 686,000

4 大分市 641,000 大分市 641,000

5 長崎市 619,000 長崎市 625,000

6 宮崎市 583,000 宮崎市 586,000

7 那覇市 586,000 那覇市 583,000

8 佐賀市 553,000 佐賀市 553,000

平成２４年度 令和７年度



４ 他団体の改定状況
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（４）九州・沖縄県庁所在市の平均給料等月額の増減率

増減率
令和７年度
平均月額

平成２４年度
平均月額

【九州県庁所在市】

＋2.6％1,139,1251,110,625市長

＋2.2％913,250893,625副市長

＋0.8％787,125781,125議長

＋0.8％714,875709,375副議長

＋0.8％657,625652,375議員

＋1.6％4,212,0004,147,125全体

＋4.2％4,302,0004,129,000
直近３年間の
改定市のみ



４ 他団体の改定状況
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（５）類似団体の改定状況【市長】

松江市（Ｒ７）宝塚市（Ｒ６）加古川市（Ｒ６）

4.6％2.3％0.4％

直近３年間に
改定を行った市の

改定率

団体名 給料月額 団体名 給料月額

1 加古川市 1,130,000 加古川市 1,098,000

2 久留米市 1,097,000 宝塚市 1,097,100

3 下関市 1,090,000 久留米市 1,097,000

4 佐世保市 1,058,000 松江市 1,073,000

5 茨木市 1,057,000 下関市 1,060,000

6 寝屋川市 1,030,000 佐世保市 1,058,000

7 佐賀市 1,039,000 佐賀市 1,039,000

8 呉市 1,034,000 呉市 1,034,000

9 鳥取市 1,026,000 鳥取市 1,026,000

10 松江市 1,026,000 寝屋川市 1,020,000

11 八尾市 1,010,000 八尾氏 1,010,000

12 岸和田市 990,000 岸和田市 990,000

13 宝塚市 988,000 茨木市 983,000

平成２４年度 令和７年度



４ 他団体の改定状況
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（５）類似団体の改定状況【議員】

松江市（Ｒ７）佐世保市（Ｒ７）宝塚市（Ｒ６）加古川市（Ｒ６）

4.6％1.4％2.3％0.4％

直近３年間に
改定を行った市の

改定率

団体名 報酬月額 団体名 報酬月額

1 寝屋川市 665,000 茨木市 664,000

2 茨木市 664,000 寝屋川市 660,000

3 八尾市 610,000 八尾市 610,000

4 岸和田市 600,000 岸和田市 600,000

5 宝塚市 593,000 宝塚市 592,700

6 久留米市 582,000 久留米市 582,000

7 加古川市 580,000 佐世保市 571,000

8 下関市 565,000 加古川市 565,000

9 佐賀市 553,000 佐賀市 553,000

10 佐世保市 557,000 呉市 550,000

11 呉市 550,000 下関市 545,000

12 鳥取市 475,000 松江市 497,000

13 松江市 475,000 鳥取市 475,000

平成２４年度 令和７年度
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（６）類似団体の平均給料等月額の増減率

増減率
令和７年度
平均月額

平成２４年度
平均月額

【類似団体】

＋0.07％1,045,0081,044,231市長

△0.4％867,815871,385副市長

△0.2％677,969679,000議長

△0.1％616,508617,385副議長

△0.06％574,208574,539議員

△0.1％3,781,5083,786,538全体

＋1.7％3,792,6503,729,250
直近３年間の
改定市のみ



５ 一般職の給与改定について
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（１）一般職の給与決定の仕組み

出典：令和７年１０月１４日佐賀県人事委員会「職員の給与等に関する報告及び勧告」の概要

公務員は労働基本権が制約されているため、その代償措置としての人事院や佐賀県人事委員会勧告（給与勧告）に
基づき給与を決定している。※佐賀市は人事委員会を設置していないため、この勧告を参考に一般職の給与等を条例により定めている。

この勧告は、地方公務員法第１４条に定める情勢適応の原則に基づき、その時々の経済・雇用情勢等を反映して労
使交渉等によって決定される常勤の民間企業従業員の給与水準と常勤の国家公務員の給与水準を均衡させること
（民間準拠）を基本としている。

給与決定の諸原則

〇職務給の原則
職員の給与は、職務と責任に応じるもの
でなれけばならない。
【地方公務員法第２４条第１項】

〇均衡の原則
職員の給与は、生計費並びに国及び他の
地方公共団体の職員並びに民間事業の従
事者の給与その他の事情を考慮して定め
られなければならない。
【地方公務員法第２４条第３項】

〇情勢適応の原則

地方公共団体は、この法律に基いて定め
られた給与、勤務時間その他の勤務条件
が社会一般の情勢に適応するように、随
時、適当な措置を講じなければならない。
人事委員会は、随時、前項の規定により
講ずべき措置について地方公共団体の議
会及び長に勧告することができる。
【地方公務員法第１４条】



５ 一般職の給与改定について
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（２）近年の給与勧告の状況

佐賀県人事委員会勧告人事院勧告

年度 期末勤勉手当
年間支給月数

累計(%)改定率(%)
期末勤勉手当
年間支給月数

累計(%)
月例給

改定率(%)

3.95月△0.29△0.293.95月△ 0.23△ 0.23平成23年

3.95月－－3.95月－－平成24年

3.95月－－3.95月－－平成25年

4.10月0.040.254.10月0.040.27平成26年

4.20月0.240.204.20月0.40.36平成27年

4.30月0.18△ 0.06 4.30月0.570.17平成28年

4.40月－－4.40月0.720.15平成29年

4.45月0.300.124.45月0.880.16平成30年

4.50月0.330.034.50月0.970.09令和元年

4.45月－－4.45月－－令和２年

4.30月－－4.30月－－令和３年

4.40月0.570.244.40月1.20.23令和４年

4.50月1.651.084.50月2.160.96令和５年

4.60月4.592.944.60月4.922.76令和６年

4.65月7.663.074.65月8.543.62令和７年

人事院勧告
年度 期末手当

年間支給月数
累計(%)

報酬
改定率(%)

2.95月－△0.5平成23年

2.95月－－平成24年

2.95月－－平成25年

3.10月△2.1△2.1平成26年

3.15月△2.00.10平成27年

3.25月－－平成28年

3.30月－－平成29年

3.35月－－平成30年

3.40月－－令和元年

3.35月－－令和２年

3.25月－－令和３年

3.30月－－令和４年

3.40月△1.70.3令和５年

3.45月△0.61.1令和６年

3.50月2.22.8令和７年

指定職の報酬は、
行政職給料表(一)
１０級の改定状況
を勘案して改定

【一般職】 【指定職】



６ 佐賀市特別職の給料等の改定案
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     単位：円
平成19年度

給料等 給料等 改定率 改定額 給料等 改定率 改定額 給料等 改定率 改定額

市⻑ 1,049,000 1,049,000 0.00% 0 1,046,000 △0.29% △ 3,000 1,039,000 △0.67% △ 7,000

副市⻑ 828,000 828,000 0.00% 0 826,000 △0.24% △ 2,000 820,000 △0.73% △ 6,000

議⻑ 699,000 699,000 0.00% 0 697,000 △0.29% △ 2,000 692,000 △0.72% △ 5,000

副議⻑ 613,000 613,000 0.00% 0 611,000 △0.33% △ 2,000 607,000 △0.65% △ 4,000

議員 559,000 559,000 0.00% 0 557,000 △0.36% △ 2,000 553,000 △0.72% △ 4,000
平均 749,600 749,600 0.00% 0 747,400 △0.3% △ 2,200 742,200 △0.7% △ 5,200

平成20年度 平成22年度 平成24年度

（１）これまでの給料等の改定状況

答申 平成20年1月21日 答申 平成22年2月1日 答申 平成24年1月30日
内容 据置き 内容 平均△0.3％ 内容 平均△0.7％

平成23年度

市⺠を取り巻く厳しい経済・雇⽤状況や、⼀
般職員の給与が引き下げられたこと、また、
他都市の状況等を総合的に勘案し、特別職の
給料等は引き下げることが望ましいとする。

平成19年度 平成21年度

南部三町の合併により、特別職の職務・責任
の範囲や度合いが拡大したこと等を考慮する
と額の引上げも考えられるが、⼀般職員の給
与構造の見直しや依然として厳しい財政状
況、社会情勢などを勘案し、額を据え置きと
する。

地域主権の時代を迎え、特別職の職責はます
ます重くなっており、特別職に対する市⺠の
期待も高まっていることを考慮すると、据置
も考えられるが、市⺠が置かれている厳しい
経済・雇⽤状況、⼀般職の給与引下げを勘案
し、引下げとする。

改定に至った
審議会の
答申内容

H18 H19 H20 H21 H22 H23
0.0% 0.0% 0.0% △0.3% △0.2% △0.5%

【国】指定職
給与改定率



６ 佐賀市特別職の給料等の改定案

令和７年度佐賀市特別職給料等審議会 第２回資料23

（２）今回の改定案

（参考）

前回の改定時から、累計して「2.2％」引上げ

      単位：円

改定率 改定率 改定率 改定率 改定率
改定額 改定額 改定額 改定額 改定額

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

1.7% 1.73% 1.71% 1.73% 1.65% 1.63%

引上げ 18,000 14,000 12,000 10,000 9,000

2.2% 2.21% 2.20% 2.17% 2.14% 2.17%

引上げ 23,000 18,000 15,000 13,000 12,000

4.2% 4.23% 4.15% 4.19% 4.12% 4.16%

引上げ 44,000 34,000 29,000 25,000 23,000

改定率

①

②

③

現行
【据置き】

620,000

632,000

562,000

565,000

576,000

議員
議員報酬

月額

副議⻑
議員報酬

月額

議⻑

607,000 553,000

834,000 617,000

議員報酬
月額

704,000

707,000

721,000

692,0001,039,000

1,057,000

1,062,000

1,083,000

820,000

市⻑

給料月額

副市⻑

給料月額

838,000

854,000

H24 H25 H26 H27 H28 〜 R4 R5 R6 R7
ー ー △2.1% 0.1% ー 0.3% 1.1% 2.8%

【国】指定職
給与改定率
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（３）改定案における年収額（①1.7％の場合）

月額 年額 役職加算 月数 期末手当
市⻑ 改定前 1,039,000 12,468,000 15% 3.5 4,181,975 16,649,975

改定後 1,057,000 12,684,000 15% 3.5 4,254,425 16,938,425
改定額 18,000 216,000 72,450 288,450

副市⻑ 改定前 820,000 9,840,000 15% 3.5 3,300,500 13,140,500
改定後 834,000 10,008,000 15% 3.5 3,356,850 13,364,850
改定額 14,000 168,000 56,350 224,350

議⻑ 改定前 692,000 8,304,000 15% 3.5 2,785,300 11,089,300
改定後 704,000 8,448,000 15% 3.5 2,833,600 11,281,600
改定額 12,000 144,000 48,300 192,300

副議⻑ 改定前 607,000 7,284,000 15% 3.5 2,443,175 9,727,175
改定後 617,000 7,404,000 15% 3.5 2,483,425 9,887,425
改定額 10,000 120,000 40,250 160,250

議員 改定前 553,000 6,636,000 15% 3.5 2,225,825 8,861,825
改定後 562,000 6,744,000 15% 3.5 2,262,050 9,006,050
改定額 9,000 108,000 36,225 144,225

給料・報酬 期末手当
年収

改定率案
①1.7%
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（３）改定案における年収額（②2.2％の場合）

月額 年額 役職加算 月数 期末手当
市⻑ 改定前 1,039,000 12,468,000 15% 3.5 4,181,975 16,649,975

改定後 1,062,000 12,744,000 15% 3.5 4,274,550 17,018,550
改定額 23,000 276,000 92,575 368,575

副市⻑ 改定前 820,000 9,840,000 15% 3.5 3,300,500 13,140,500
改定後 838,000 10,056,000 15% 3.5 3,372,950 13,428,950
改定額 18,000 216,000 72,450 288,450

議⻑ 改定前 692,000 8,304,000 15% 3.5 2,785,300 11,089,300
改定後 707,000 8,484,000 15% 3.5 2,845,675 11,329,675
改定額 15,000 180,000 60,375 240,375

副議⻑ 改定前 607,000 7,284,000 15% 3.5 2,443,175 9,727,175
改定後 620,000 7,440,000 15% 3.5 2,495,500 9,935,500
改定額 13,000 156,000 52,325 208,325

議員 改定前 553,000 6,636,000 15% 3.5 2,225,825 8,861,825
改定後 565,000 6,780,000 15% 3.5 2,274,125 9,054,125
改定額 12,000 144,000 48,300 192,300

年収
期末手当給料・報酬改定率案

②2.2%
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（３）改定案における年収額（③4.2％の場合）

月額 年額 役職加算 月数 期末手当
市⻑ 改定前 1,039,000 12,468,000 15% 3.5 4,181,975 16,649,975

改定後 1,083,000 12,996,000 15% 3.5 4,359,075 17,355,075
改定額 44,000 528,000 177,100 705,100

副市⻑ 改定前 820,000 9,840,000 15% 3.5 3,300,500 13,140,500
改定後 854,000 10,248,000 15% 3.5 3,437,350 13,685,350
改定額 34,000 408,000 136,850 544,850

議⻑ 改定前 692,000 8,304,000 15% 3.5 2,785,300 11,089,300
改定後 721,000 8,652,000 15% 3.5 2,902,025 11,554,025
改定額 29,000 348,000 116,725 464,725

副議⻑ 改定前 607,000 7,284,000 15% 3.5 2,443,175 9,727,175
改定後 632,000 7,584,000 15% 3.5 2,543,800 10,127,800
改定額 25,000 300,000 100,625 400,625

議員 改定前 553,000 6,636,000 15% 3.5 2,225,825 8,861,825
改定後 576,000 6,912,000 15% 3.5 2,318,400 9,230,400
改定額 23,000 276,000 92,575 368,575

給料・報酬 期末手当
年収

改定率案
③4.2%


